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１ はじめに 

 昨今、地球温暖化やヒートアイランド現象などの気候変動により、地球全体の気温が上昇してきている。

横浜市も例外ではなく、年平均気温が 100 年前に比べて約 1.8℃上昇しており、将来的には 3℃程度上昇する

ことが予測される中、気温の上昇とともに雨の降り方も変容を見せている。 

 平成 29 年 7 月の九州北部豪雨では、積乱雲が一直線に連なる線状降水帯の発生が要因と言われており、近

年の雨は局地化、極端化といった傾向が観測され、突発的な局地的大雨（いわゆるゲリラ豪雨）が増加して

きている。 

 これまでの浸水対策では、過去の実績から算出した確率年の考え方により、5年や 10 年に一回程度の雨に

対するハード整備が進められ、さらに、整備水準を上回る大雨（以下、超過降雨という）に対し、ソフト対

策を組み合わせた総合的な雨水計画が推進されている。また、ハザードマップの作成で構築した解析モデル

を活用することで、これまでに把握できなかった浸水被害を想定し、地域毎の特性を評価することで効果的

な浸水対策の検討が可能となってきている。 

 本事例は、気候変動等によって増加する超過降雨に対し、事前防災や選択と集中の概念に基づき、地域特

性に応じた浸水に対する被害のリスク（以下、浸水リスクという）の評価検討の内容を紹介する。 

 

２ 浸水対策の考え方 

（１）これまでの取組と課題 

 横浜市における浸水対策は、ハード対策とソフト対策を組み合わせた総合的な雨水管理計画を推進してお

り、施策の目標として①目標整備水準である 5 年

及び 10 年確率の降雨に対する浸水被害の解消、②

局地的な大雨など超過降雨に対する浸水被害の軽

減、を掲げている。（図－1） 

 ハード対策としては、これまで浸水被害が発生

した地域に対し、目標整備水準レベルの整備を重

点的に進めている。また、首都圏有数の拠点で地

下街等都市機能が集積する横浜駅周辺において、

30 年確率に一回程度の雨に対応した下水道施設

の整備を進めている。                 図－1 総合的な雨水管理計画（イメージ） 

 ソフト対策としては、雨水浸透ますの設置促進のほか、内水ハザードマップを作成・公表することで、市

民の防災意識の啓発を行っている。横浜駅周辺では、まちづくりの計画である「エキサイトよこはま 22」の

センターゾーンを浸水被害対策区域に指定し、開発に合わせて雨水貯留施設を整備することで、将来的に 50

年に一回程度の雨に対応することを位置付けている。 

 ハード対策の浸水実績に対応した整備は、顕在する浸水被害に対し、能力不足などの要因を把握し改善す



ることで効果的な浸水対策が実施できるものの、別の地区における浸水被害の誘発や潜在的な浸水被害への

対応が難しい面がある。また、一般的な対策手法として幹線整備や増強管の布設替え、バイパス化などが実

施されているが、効果に対してコストが割合大きくかかる事例が多く、事業予算の圧迫などにより浸水対策

の整備が進まない一つの要因と考えられる。 

 ソフト対策では、雨水浸透施設は効果の定量化が難しく、内水ハザードマップは作成後の普及活動（防災

意識の浸透）や、維持管理（情報の更新など）の課題がある。 

 横浜駅周辺は、地域特性に応じて目標整備水準を上げるなど、超過降雨によって人的被害や重大な経済的

損失を想定してより高い整備水準のハード対策に踏み込んでおり、地域特性に応じた浸水リスクの高い地区

や未整備地区などの早期雨水整備が求められる中、浸水対策の整備促進に努める必要がある。 

（２）浸水リスクの評価 

 浸水に対して何を重視し、どれを被害から守るのかの視点で見ることで、効果的な浸水対策が可能となる。

都市の浸水対策の主たる目的に「生命の保護」「都市機能の確保」「個人財産の保護」が挙げられ、例えば、

河川沿いなどの地盤の低い地域や、地下街やターミナル駅、商業施設等が集積した地域、病院や要介護施設

など、浸水による甚大な被害が発生するおそれがある地域を浸水リスクとして評価することで、整備の優先

度の設定が可能となる。 

（３）超過降雨の設定 

 超過降雨として考えられる降雨は、①既往最大降雨、②現状で設定されている計画超過降雨の目標整備水

準、③水防法等で指定された想定最大規模降雨、が挙げられる。検証に用いる降雨波形によっても結果が異

なることや、大きな雨を設定した場合は検証母数が増大することから、今回は、近年大きな浸水被害が発生

した実績のある①既往最大降雨を採用している。 

（４）目標浸水深の設定 

 超過降雨に対応するためにハードの整備水準を上げる場合、これまで以上のコストや時間が必要となるた

め、前述のとおり、超過降雨に対しては浸水被害の軽減を目標としている。浸水被害の軽減を表す目標浸水

深の規程が現時点ではないため、新たに設定する必要があり、今回は、一定の浸水リスクとして「床上・床

上浸水防止」を目標とすることとし、目標浸水深を GL.+0.2ｍに設定している。 

 

３ 評価方法の紹介（AHP 手法※1の事例） 

はじめに、国土交通省水管理・国土保全局発刊「雨水管理総合計画策定ガイドライン（案）」などを参考に、

検証を進めた事例を紹介するものである。 

（１）対象地区の選定（排水能力の評価） 

 横浜市は市全域を雨水排水区域に設定しているため、準幹線流

域程度に地区を分割している。（約 6,000 地区/約 40,000ha） 

 内水ハザードマップの作成において構築した流出解析モデルを

活用し、超過降雨を条件としたシミュレーションによって排水能

力の評価＝浸水被害の顕在化を行っている。その上で、目標浸水

深を超過する地区と、浸水実績を有する地区の二面で対象地区を

選定している。（約 1,000 地区/約●●ha） 

（２）評価指標の整理 

 浸水リスクを評価するため、多岐に渡る指標を統合的に評価す

ることが重要となる。前述のとおり、目的毎で重視する指標を整

理するため、今回、GIS 等でデータが整理されているなど、保有

しているデータを基に、横浜市が採用した指標を示す。（図－2）       図－2 代表的な指標 
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（３）アンケートの実施 

 地域特性の評価方法として、①AHP 手法、②浸水被害額を計測する方法、が挙げられる。今回は、指標毎

に重み係数を設定することを前提に、下水道事業に深く携わるなどの経験豊富な職員に対し、アンケートを

行うことを想定した①AHP 手法を採用している。 

 本市の下水道事業に携わる職員数は、平成 28 年度時点で約 960 人が属しており、今回アンケートの対象人

数を約 60 名程度に絞り実施している。 

（４）結果と考察 

 アンケート結果を踏まえ、AHP 手法で

整理した結果を示す。（図－3） 

 最も重みが大きいのは「浸水実績」、次

いで「浸水危険度（浸水想定）」、「防災関

連施設」の順で続き、最も低くなったの

は「農地」であった。 

 整備費用や施工性が低い傾向にあるこ

とから、整備の効率性や困難性よりも浸

水への対応が重い傾向にある。また、「防

災関連施設」や「地下街、地下施設」、「タ

ーミナル駅」などの人や商業施設が集積

する指標が重く、「人口（昼間・夜間）」

や「家屋、家庭用品資産」などの拡散し

ている指標は低い傾向となった。       図－3  AHP 手法による重み係数（アンケート結果） 

 

４ おわりに 

現在、改訂の作業中である日本下水道協会発刊「下水道施設計画・設計指針と解説」において、計画降雨

のほかに照査降雨への対応が盛り込まれる予定であり、考え方は大方合致すると考えている。 

市民生活の安全・安心を確保する災害に強いまちづくりの実現に向け、これまでの浸水実績を優先とした

「事後対応」の整備に加え、超過降雨で予測される浸水リスクへの対応を行うことで、より強靭な基盤が構

築できると考えられる。 

 また、流出解析モデルは地盤高等の地形情報が反映されていることから、従来の合理式合成法では再現で

きない能力評価や対策手法の検討が可能であり、整備水準を上げるだけでなく、未整備地区等の整備順位を

設定することも可能であるので、参考にされたい。 

 

※1 AHP 手法…（Analytic Hierarchy Process 階層分析法）は、目的や評価基準などを階層で表現した数

学的手法による問題解決型の意志決定方法であり、複数の要素の評価や順位づけする方法

などに活用されている。 
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